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CI) 布令10号「銀行J(H1COM O，d旧日目 Number10“Bank皿 g'ワ
銀行制度の改正は通貨制度の改革と関連し，通貨の発行制度，貨幣供給を規




















































































































[IlJ 布令11号「琉球列島における外国人目投資J(Number 11“Fureign In-


























































































cmJ 布令12号「琉球列島にお日る外国貿易J(Number 12“Foreign Trade in 





























































































































〔琉球列局の経済的，社会的発展促進法案=ABi.ll to Provide for Promotion of Econo-





























9月15日の高等弁務官布令14号「通貨J(HICOM Ordinance Number 14“Cur-
rency")が公布され， 同布令によって 9月16日以降合衆国ドノレが沖縄の法定














ゴ}レレス買取高 (1) 8，582，308 ドJレ 1，029，876 千B円
球銀及びその他金融 12，411，799 1，489，415 
機関手持交換'(2)
金融機関手持残額 13，786，0百5 1，654，339 
及び一般交換 (3)
アメックス交換高 (4) 734，177 88，101 





The Bank of Tokyo Ltd. 3，544，331 
Bank of America 1.664，362 
First National City Ban~ 1，465，524 
Manufacturers Trust Co. 1，846，546 







148 (404) 第 109巻第3号
第2表地域別交換高及び比率
生也\j，， ~\4J\項\\\目¥ ドル交換高 % (ドJレ)
沖縄 12，584，459 91.3 
那覇市 7，765;562 56.3 
沖縄南部 1，110，361 8.1 
沖縄中部 2，829，778 20.5 
沖縄北部 878，758 6.4 
宮 古 687，555 5.0 
八重山 513，990 3.7 




































































第 3表 B円台よぴドルの対応関係 ( 1ドルー120B刊)






























































































































































156 (412) 第 109巻第3号
保障をめくる諸問題』ト巻.1959年2月25日所載小林英司氏報情.I司書210-11頁。)























(4) ドノレ切替えに伴い， この10月から実施された自由貿易地域は. (中略〕指
定地域の面積も狭しまた日本政府から琉球政府に対し繊維その他の 8品目に
ついては地用しないよう要望があったうえ，米国側の特恵関税も望み薄という








切替えの比率は 12白B円=1ドルであるから 1セγ トはB円にして 1円20
銭のはずである。しかしドノレの場合，セント以下の単位がないので切替え時に
端数が切り上げられたり，切り下げられたりする場合を生じた。たとえば主要
交通機関であるパスの代金は 1区 2円が 2セy I-~ 2区4円が 3ヒγ ト 3
区6円が5セントとなった。 3区の場合はちょうど合うが 1区は切り上げ，








思われる。J(同氏， I琉球の通貨金融事情をみてJ W日本経済新聞~ 1959年12月26目。
のち同氏『琉球旅行記]1960竿， 85-88頁に再録より要約引用。〉
この二つの報告は夫々変化の事実を伝えるだけで，それを論評することを敢
えて避けてはいるが，前者は沖縄側の与論の反対を押切って強行された直後の
沖縄の不安を伝えており，後者はその後の自由化の進行に伴う変化の状況をの
べている点で興味深い。
1959午 2月本土における「甘味資源自給力強化綜合対策」にもとつく沖縄産
15B (414) 第四日巻第3号
糖に対する特恵措置の決定〔明らかにそれは沖縄自ドノレ切替えに対応するもりであっ
た〕は沖縄糖業の分密化への転換を促進する前提を与え， さらに沖縄産パイ γ
アップノレについても「特定物資臨時措置法」によって関税および差益金免除の
特別措置を実施し，糠業とならんでパインア γ プル産業(対本土輸出産業〕発展
の基礎を与える。
一方1958年1O~1l月土地問題の終結によって1959年下期以降軍用地料の支払
いが集中的に行なわれるにいたった。 (1959年9月から1960年9月にかけて約羽田万
ドノレ。中野・新崎『沖縄問題三十年~ 1965年146頁。〕
この二つの要因に支えられて， ドノレ切替え反対の戸は急速に弱化した。そし
て沖縄はドル体制の下，つづいて1960年代の「繁栄」期に入るのである。
さきの吉野氏0)報告にみられる貯蓄性預金の伸びはまさにかかる事態を反映
するものであったといえるであろう G したがって下ノレ切替えの効果如何はこの
1960年代の繁栄の表層の内にもたらされたものを追求することによって，はじ
めて明らかとなるであろう。
